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技術経営方法論としてのシナリオ･プラニングの重要性 
― 米国事例研究を通じた日本企業への示唆 ― 
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The Importance of Scenario Planning as an MOT 
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― The Implications to Japanese Companies through the U.S. Case Study ― 
Hisatoshi Yamamoto 
 
Abstract 
This article insists on the importance of scenario planning as an MOT (Management of 
Technology) methodology through the U.S. case study. The Japanese global technological companies 
which practice MOT face the very uncertain business environment. The scenario planning is one of 
the indispensable MOT methodologies in order to minimize the business risk under uncertainty. 
 
要  約 
本論は技術経営（MOT）方法論としてのシナリオ・プラニングの重要性について米国事例
研究を通じて主張している。技術経営を実践している日本のグローバル技術系企業は今、極め
て不確実な事業環境に直面している。シナリオ・プラニングは不確実性環境下のビジネス・リ
スクを最小限に食い止めるために必要不可欠な技術経営方法論のひとつである。 
 
 1 ．背景と目的 
2008年 9 月、グローバル投資銀行リーマン・ブラザーズの唐突な経営破綻をきっかけに表面化した米
国発世界金融危機によって、米国のみならず欧州でも未曾有の信用収縮が起こっている。米国では個人
ローン市場が麻痺、住宅ローンのみならず、自動車ローン、家電品ローン、学生の奨学金ローンまで停
滞してしいる。そのあおりで、米国市場への依存度の高い日本の自動車メーカー、エレクトロニクス・
メーカーが瞬く間に、生産縮小、設備投資の凍結に見舞われた。これらの業種には、これまで日本経済
を支えてきた優良技術経営企業が多いが、早速、派遣労働者や期間工の契約打ち切りを始めている。し
かも、2009年 3 月までの契約を前倒しで年内に契約打ち切りを実施する企業が急増中である。その結
果、2008年末から2009年初頭にかけて 8 万5000人規模の非正規労働者が解雇されるといわれており、
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深刻な社会問題と化している。さて今回の景気後退は急激に、しかも世界的規模で起きている点に特徴
がある。現代世界にはグローバル経済社会が実現しており、世界の最先進国米国の経済の後退は、瞬時
に世界経済の後退を引き起こすことが今回判明した。現在の日本企業は、上記のような突発的な事業環
境の激変をいかに先読みするかが極めて重要になっている。そこで本論にて、不確実未来を先読みして
経営意思決定するのに有効な技術経営（MOT）方法論のひとつ｢シナリオ・プラニング｣の重要性につ
いて論じる。 
 
 2 ．技術経営方法論としてのシナリオ・プラニングとは 
筆者は1986年より2003年まで16年半、米国シンクタンク SRI インターナショナル（元スタンフォー
ド大学付属研究所、以下 SRI と略す）に属し、技術経営コンサルタントとして技術経営方法論を研究
してきた。SRI にて修得した同方法論のひとつにシナリオ・プラニングがある。1970年代、SRI の研
究員であったピーター・シュワルツは、国防総省にて戦争の作戦に開発されたシナリオ・プラニング手
法を企業向け技術経営戦略に応用して体系化した。 
ピーター・シュワルツは1972年に SRI に入所し、企業向けシナリオ・プラニングの研究を始めた。 
同時期、欧州の国際石油資本ロイヤル・ダッチシェル（以下シェルと略す）は SRI に石油価格予測
プロジェクトを委託した。1971年、シェルの英国ロンドン本社の事業環境分析部門の責任者に就任し
たピエール・ワックは SRI のピーター・シュワルツがシナリオ・プラニングを研究していることを知
り、SRI に上記プロジェクトを依頼したのだった。 
1973年、第四次中東戦争が勃発、1974年に世界は第一次オイルショックに見舞われた。当時、 2 ド
ル／バレルと安定的低価格であった原油が一挙に12ドル前後に急騰した。さらに1978年に起きた第二
次オイルショックにて12ドル/バレルの原油が一挙に40ドル台に急騰した。このように原油価格は70年
代、極めて非線形的な値動きを示した。ピーター・シュワルツはこのときの原油価格高騰というサプラ
イズ現象をシナリオ・プラニングにより正確に予測し的中させた。彼のシナリオ発想力の才能を高く評
価したシェルはロンドン本社内にシナリオ・プラニング部を新たに設け、1982年、まだ30歳台半ばの
シュワルツをその責任者として迎えた。 
その後、米国に戻った彼は SRI の同僚ジェームズ・オグルビーらのフューチャリストと共に1987年、
グローバル・ビジネス・ネットワーク（以下 GBN と略す）をカリフォルニア州バークレーにて創業し
た。GBN は米国企業や米国政府や NGO（非政府団体）などをクライアントとしており、シナリオ・
プラニングを専門とするコンサルティング・ファームである。2008年末現在、GBN はモニター・グル
ープに属している。モニター・グループは1983年、ハーバード・ビジネススクールのマイケル・ポー
ター教授らの創業した経営コンサルティング・ファームで米国マサチューセッツ州ケンブリッジに本社
を置いている。GBN とモニター・グループの合体により全米規模のフューチャリスト・ネットワーク
が出来上がった。 
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 3 ．21世紀初頭の「原油価格乱高下」シナリオの開発 
2006年 5 月、ピーター・シュワルツはスティーブ・ウェーバー（UC バークレー教授）と共に GBN
主催のビデオ・コンファレンスにて｢エネルギーの未来｣（注1）という表題の報告を行っている。 
この中で筆者が注目したのは、彼らの開発した原油価格推移の予測カーブである。この予測は2004
年前後に行われているので2005年を基点に2020年までの長期的な原油価格推移がグラフ化されている。
この予測グラフによれば、2005年初頭は約60ドル／バレルであり、2007年前半に120ドル／バレル超に
高騰してピークを打ち、2009年初め40ドル／バレルまで下落することになっている。現実には2008年
 7 月11日にピーク147ドル／バレル（ニューヨーク・マーカンタイル市場の取引価格）をつけ、2008年
12月末、40ドル弱まで下落している。上記の2005年初頭より2008年12月末までの実績値とピーター・
シュワルツらの長期予測値の比較を図表１に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表１ ＮＹ原油価格推移 
 
ピーター・シュワルツらの予測の特徴は単なる線形予測ではなく、原油価格の乱高下を見込む非線形
予測となっている点にある。 
現実の原油価格は上記のように2008年 7 月上旬に逆 V 字型ピークを打ち、その後、急激に下落した
が、2008年12月末時点では底値はみえていない。彼らはこのような原油価格の乱高下パターンを「スー
パー・スパイク」と呼んでいる。 
ところでシュワルツらはなぜこのような非線形予測ができたのであろうか。彼らはその理由を「サプ
ライズ」シナリオを想定しているためであると説明する。急激な原油価格の高騰は BRIC s（ブラジル、
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出所：外部データに基づき筆者作成（2008年12月末）
実 績 値
2004年 ピー ター ・シ ュ ワル ツ予測 値
注記：実績値は日本経済新聞2008年12月18日よ り作成注 実績値は日本経済新聞2008年12月18日より作成 出所：外部データに基づき筆者作成（200 2 末） 
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ロシア、インド、中国の 4 カ国）の経済高度成長による石油需要の急増によってもたらされる。しかし
ながら、いくつかのサプライズが起きて石油需要が減る。その結果、原油価格の下落が起きると予測し
ている。そのサプライズとして、（ 1 ）中国とインド（以下、中印と称す）の経済バブル崩壊、（ 2 ）世
界恐慌、（ 3 ）戦争、（ 4 ）地球の急激な気候変化、（ 5 ）省エネルギー技術革新、の 5 つが想定されて
いる。 
 
 4 ．「サプライズ」シナリオの検証 
ピーター・シュワルツらが2004年前後に予測した2007年から08年にかけて起きる 5 つの「サプライ
ズ」現象で、2009年初頭時点である程度検証できるのは主に（ 1 ）中印の経済バブル崩壊、（ 2 ）世界
恐慌、（ 3 ）戦争の 3 つである。これらのサプライズはお互いに関連している。2008年に起きた現実世
界を観察すると、高度成長を続ける中印の経済バブル崩壊が先に起きたのではなく、サブプライム・ロ
ーン焦げ付きを発端に米国発金融危機がまず起きた。その後、米国市場への依存度の高い中印の経済に
マイナス影響が出た。中国では米国向け輸出が停滞、インドでも米国向け IT 産業にかげりがみえてい
る。2009年初頭現在、米国発金融危機の影響は、中印の経済にとどまらず、全世界の経済に影響し始め、
ついに世界同時金融危機に陥った。 
 
 4 ．1 「世界恐慌」というサプライズ・シナリオ 
輸出型のグローバル日本製造業にとって、米国市場が冷え込んだら、代わって BRIC s の市場が自立
成長してくれれば、これほど急激な売り上げの落ち込みはなかったはずである。しかし残念ながら、今
回の米国経済の行き詰まりで、BRICｓの高度成長もストップした。BRIC s の一角を占める高成長ロ
シアは世界同時金融危機と原油価格暴落の影響で国家財政危機に陥っており、2008年12月にデフォル
ト（債務不履行）宣言したエクアドルと同様、デフォルト宣言するのではないかと危惧されている。巨
大な潜在市場国である中印も、まだ米国に代わって世界経済の牽引役になることはできなかったといえ
る。つまり広域アジアに自立経済圏はまだ確立されていなかったということである。80年代から90年
代にかけて日本主導の東アジア経済圏（円経済圏）の構築に失敗したこと（注２）が、今日の日本の苦境を
招いているとみることができる。 
さてピーター・シュワルツらは2004年前後における原油価格予測の際、2007年から08年にかけて「世
界恐慌」の可能性のあることを想定していた。だからこそ、その時期に原油価格下落を見込んでいるわ
けである。しかしながら、彼らは世界恐慌のきっかけが中印の経済バブル崩壊にあると想定していたか
どうかは不明である。なお米国発金融危機の勃発については明確に想定してはいなかった。 
きっかけはともかく、現実に2008年から09年にかけて世界恐慌が起きる可能性は高い。確かに世界
恐慌になれば生産活動が停滞して石油需要が減少するのは明らかである。そして2009年のある時点で
原油価格が下げ止まる。すなわち、この時期以降に世界恐慌が終焉し、落ち込んだ世界経済が再び回復
することになる。 
ところでシュワルツらは2009年における原油価格の V 字型反騰が何をきっかけに起こるのか明言して
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いない。一般論として景気循環説に従えば、いったん崩壊した経済はいつか必ず回復するとみなせる。
さらに超長期的には原油価格は必ず上がるとみなせる。なぜなら原油は人工再生の困難な有限エネルギ
ーであり、超長期的な価格上昇は必然だという見方が成り立つからである。 
なお図表１に示す原油価格実績値カーブは2008年末までには、まだ底を打っていないが、少なくと
もいずれどこかのポイントで下げ止まるはずである。 
 
 4 ．2 「イラン戦争」というサプライズ・シナリオ 
2004年前後のピーター・シュワルツらは2005年から07年にかけて起こる可能性のある新たな「戦争」
を想定している。2003年 3 月、米国ブッシュ政権は対イラク先制攻撃を行っているが、彼らの想定し
た「戦争」はイラク戦争の長期化を指すものではなく、イラン戦争であったと推測される。なぜならブ
ッシュ政権の発足当時、主導権を握っていたネオコンサーバティブ（ネオコン）一派がイラクの次に対
イラン先制攻撃を密かに画策していたからである。もし2005年から07年にかけて予定通りイラン戦争
が起きていれば、ホルムズ海峡をイラン軍が軍事的に封鎖し、アジア太平洋地域への原油の海上輸送に
支障が出て、原油価格の高騰が起きていたことは明らかである。そして2007年以降に同戦争が終結し、
ホルムズ海峡の封鎖が解かれて、中東産油国からホルムズ海峡を経てアジア太平洋地域へ輸出される原
油の供給が復活するはずである。そうなればいったん暴騰した原油価格が一転、下落するのは明らかで
ある。図表１におけるシュワルツらの2005年から08年にかけての原油価格の乱高下予測は、このよう
なイラン戦争というサプライズ・シナリオで合理的に説明できる。しかしながら2005年から07年にか
けて、現実にイラン戦争は起きなかった。なぜなら国防総省や国務省のイラン戦争反対派に抵抗された
からである。さらに2006年11月に行われた米国の中間選挙においてブッシュ政権を支える共和党が大
敗した。その理由は、ブッシュ政権内ネオコンの推し進めたイラク戦争に対する反対世論が盛り上がっ
たためである。そして、ネオコンに同調してきたロナルド・ラムズフェルド国防長官が更迭された。そ
の後、ディック・チェイニー副大統領を除くブッシュ政権内のネオコンは同政権の中枢からはずされ、
2009年初頭までブッシュ政権によるイラン戦争は実現しなかった。しかしながら、2008年末より、イ
スラエルがパレスチナのガザ地区に空爆や地上侵攻を開始し、イランなど反米・反イスラエルのアラブ
諸国を挑発し始めており、中東情勢はまったく予断を許さない状況にある。 
 
以上の分析から2004年前後のピーター・シュワルツらは2007年から08年にかけて（ 1 ）中印の経済
バブル崩壊を含む世界恐慌が起きる。あるいは（ 2 ）ブッシュ政権によるイラン戦争が起きるという 2
つのシナリオに基づき、図表１の原油価格の乱高下パターンを予測した。そして現実には（ 1 ）の世界
恐慌（あるいは世界同時金融危機）のシナリオ予測が的中したと評価できる。ただし、原油価格高騰の
ピーク時期に関して予測と実績の間に時間的な誤差がみられるが、事前にサプライズの発生時期までも
正確に予測することは困難なのでやむを得ない。ちなみに図表１の原油価格実績値が2008年 7 月をピー
クに予測を上回る鋭角的高騰を示したのは、BRIC s の石油需要増に加えて、米国金融システムの信用
収縮に伴い、投機マネーが原油や穀物の取引市場に流れ込んだためと分析できる。 
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 5 ．米国のシナリオ戦略構想力の驚異 
米国連邦政府の NIC（National Intelligence Council、国家情報評議会）は、2004年12月に2020年
未来予測プロジェクトの報告書（以下 NIC 報告書と称す）（注３）を発表している。このプロジェクトの有
力メンバーとしてシェル・インターナショナル・リミテッドのフューチャリストが参加している。国際
石油資本シェル・グループはかつてピーター・シュワルツをリクルートしたおかげでシナリオ・プラニ
ングに優れる企業として世界的に名高い。NIC 報告書ではシュワルツの開発したシナリオ・プラニング
手法が応用されている。本 NIC 報告書と既述のシュワルツらの「エネルギーの未来」報告を比較する
と、シュワルツらの原油価格予測に用いられたサプライズ・シナリオは NIC 報告書を参考にしている。
一方、NIC 報告書はピーター・シュワルツの2004年著作「不可避のサプライズ」（注４）を参照している。 
 
 5 ．1 中国、インドの経済高成長に対する米国のシナリオ戦略 
2004年時点で NIC がもっとも注目していたのは中印の目覚しい経済高成長であった。シナリオ戦略
の観点から中印の経済発展は、高成長の期待できない欧米先進国にとって巨大な「新事業機会」をもた
らすと同時に、欧米先進国を脅かす強い「脅威」でもある。その視点から NIC はランド研究所（米国
の非営利シンクタンク）が2003年に行った中国分析に着目している。ランド研究所は中国の経済成長
にネガティブ・リスクが潜むと分析している。同研究所は中国の発展阻害リスクを 8 つ挙げている。す
なわち（ 1 ）中国金融システムおよび国営企業の脆弱性、（ 2 ）贈収賄主導経済の限界、（ 3 ）水不足と
大気汚染、（ 4 ）外資による中国投資の後退、（ 5 ）エイズや鳥インフルエンザなど伝染病の蔓延という
パンデミック・リスク、（ 6 ）高失業率、貧困、社会不安、（ 7 ）エネルギー資源の購買力不足、（ 8 ）台
湾や日本などとの政治的対立の 8 つである。 
なおランド研究所はインド経済に潜むネガティブ・リスクは分析していないが、インドにも中国と同
様の経済発展阻害リスクが想定されるはずである。たとえば、2008年11月末、インドのムンバイ、タ
ージマハール・ホテル（インドの新興財閥タタの所有ホテル）で起きた大規模テロがそれに該当し、イ
ンド・パキスタン戦争の危機がある。その一方で、2003年から04年時点の中印は発展途上国にありが
ちな高度成長期に入っており、このペースで経済発展が持続されれば、中国は2015年に日本の GDP
（国内総生産）を追い抜き、インドは2026年に日本の GDP を追い抜くと NIC は予測している。グロー
バル経済社会の到来により中印の経済高成長はいっそうの人口爆発もたらすことに加えて、途方もない
エネルギー多消費をもたらす。しかしながら2020年まで地球は石油中心のエネルギー消費時代を脱却
することはできないと NIC はみている。そのため中国は遅くとも2020年までに米国に匹敵する石油多
消費国になると NIC は予測する。ところが人口大国の中印はともに国内石油資源が大幅不足しており、
先行発展国の日本と同様に産油国からの石油輸入に全面的に依存することになる。そこで世界は石油資
源の奪い合いとなり、中印の軍事力増強という脅威は不可避となる。このような中印の経済発展の功罪
二面性を見据えて、米国政官財指導層は表向き、中印の高成長市場における有望新事業機会の獲得を虎
視眈々と狙いつつ、密かに中印の経済発展阻害の「サプライズ」シナリオを期待している可能性を否定
できない。 
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 5 ．2 世界同時金融危機に関する米国のシナリオ戦略 
2008年後半に勃発した世界同時金融危機の発端は、米国で2006年末に表面化したサブプライム・ロ
ーン延滞率増加にある。低所得者向け住宅のサブプライム・ローンは CDO（Collateralized Debt 
Obligation、多数債権プール型資産担保証券）などのいわゆる複合型金融デリバティブ商品に組み込ま
れて、寡占化された国際金融資本の経営するグローバル投資銀行などを通じて全世界に大量に販売され
ていた。ところがサブプライム・ローン焦げ付きで世界の金融デリバティブ市場全体が瞬く間に大規模
の信用収縮を起こした。このような米国発の住宅ローンの証券化ビジネスの破綻をみると、2000年春
に起きた IT ネットバブルの崩壊が連想される。米国では70年代以降、それまで AT&T（米電話公社）
に独占されていた通信事業の規制緩和と民営化が始まった。国防総省の開発したインターネット・プロ
トコル TCP/IP が80年代末、無償開放された後、90年代より通信規制緩和が急速に進行した。そして
MCI ワールドコム、スプリント、グローバルクロッシングなど新規参入の通信事業者が続々登場し、
米国発で90年代半ばより IT ネットバブルが発生した。そして新規通信企業の証券市場における株高を
背景に高速インターネット・インフラ投資ブームが起きた。米国でのインターネット・インフラ投資が
一巡したところで、タイミングよく新規通信企業の粉飾決算が発覚、2000年春、IT ネットバブルが崩
壊した。米国にて IT ネットバブル崩壊後に起きたのが住宅投機バブルであった。これら米国における
投機市場のバブル発生と崩壊の繰り返しを観察すると、米国では一定程度、計画的にバブルの発生と崩
壊が行われているとみなされる。なぜなら投機対象の証券化ビジネスは一般的に、証券化商品の市場価
格の上げ局面と下げ局面の両方で利益を確定させるビジネスであり、機関投機家にとって利ざやを大幅
に増やすには証券化市場のバブル発生と崩壊は不可欠だからである。なお投機対象の証券化市場価格が
安定しているときは損失がでない代わり、利益もでないという宿命をもっている。 
前回の IT ネットバブルの発生と崩壊という「IT バブル・サプライズ」と、今回の金融デリバティブ
商品バブルの発生と崩壊という「金融バブル・サプライズ」の違いは、前者が実体経済のバブルであっ
たのに対し、後者はレバレッジが掛かって異常に膨張した金融デリバティブ商品バブルであった点であ
る。国際金融資本が柳の下の二匹目のドジョウを狙って起こした金融バブルの破裂力が想定以上に大き
く、その大破裂によって国際金融資本みずから瀕死の重傷を負ってしまったのである。しかしながら、
今回の未曾有の金融危機は皮肉にも、米国政官財指導層が密かに脅威を抱く BRIC s の経済発展を抑制
する派生（デリバティブ）効果があるのは事実である。 
さて NIC は金融危機の勃発を踏まえて、SRI や GBN の協力により2008年11月、上記 NIC 報告書
の改訂版（注５）を緊急発表している。本改訂版 NIC 報告書から類推するに、現在の米国連邦政府は世界
基軸通貨として米ドルの役割が終焉し、世界は多極化時代に入ると予測していることがわかる。この報
告から推測されるのは、米国政官財指導層は以下のワースト・シナリオをすでに織り込み済みではない
かという点である。すなわち、機能不全に陥った米国の金融システムを回復するために、米国債のデフ
ォルト宣言や新通貨体制の導入など驚天動地の荒療治を辞さないというものである。 
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 6 ．グローバル日本製造業の技術経営に求められるシナリオ・プラニング 
2008年後半に勃発した世界同時金融危機はたちまちグローバル日本製造業を直撃した。とりわけ日
本の自動車産業や電機産業の受けた打撃は深刻である。図表２にはグローバル日本製造業の代表である
トヨタ自動車の業績推移カーブを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表２ トヨタ自動車業績推移 
 
同社の2009年 3 月期末の営業利益予想の落ち込みは異常である。2008年から09年にかけて、まさに
天国から地獄へ転落するような未曾有の逆境に放り込まれている。米国市場への依存度の高い日本企業
ほど業績の落ち込みは深刻である。とりわけ米国の自動車ローンは住宅ローンと同様に証券化されてお
り、日米の自動車業界にとって今回の金融危機による打撃は極めて大きい。自動車産業は裾野の広い産
業であり、自動車メーカーにとどまらず日本のものづくり産業全体が大きな被害を受けている。 
米国市場への依存度の高い日本の自動車メーカーは図表２に示すような突然死のごとき急激な業績悪
化は事前に予測していなかった。しかしながら不確実性時代に突入した現在、今後どのような日本企業
もトヨタのような「墜落型サプライズ」に見舞われる可能性が大である。このようなサプライズを事前
に予測するのは容易ではないが、手を拱いているわけにはいかない。そのような不測の事態に備えて日
本企業経営者はシナリオ・プラニングを修得する必要に迫られている。多様に、かつ複雑に刻々変化し
ていく世界情勢を常時、先読みしていかなければ企業経営ができなくなった。特に、輸出依存のグロー
バル日本企業の経営の舵取りにシナリオ発想は不可欠となっている。 
 
 7 ．日本企業に求められるアンコントロラブル・ファクターのマネジメント 
2008年後半より日本のグローバル製造業およびその裾野産業を襲った未曾有の危機の特徴は「アン
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コントロラブル・ファクター｣（注６）による危機という点である。つまり個々の企業の経営者の失態によ
る危機ではない。そのためか多くの日本企業は非正規雇用の労働者をただちに大量解雇して危機を乗り
切ろうとしており、それが2009年初頭の社会問題に発展している。これまで雇用最優先主義を標榜し
てきた日本企業が世論の反発を意に介さず大胆な大量解雇を行えるのはなぜだろうか。経営者の本音で
は、今回の危機は経営者にとって経営怠慢でも経営ミスでもなく、外的なアンコントロラブル・ファク
ターによるものであるという認識があるからであろう。しかしながら経営者たるもの、アンコントロラ
ブル・ファクターによる危機だからといって、経営者の究極的経営責任が免れることは決してない。シ
ナリオ・プラニングを修得してアンコントロラブル・ファクターを予測し、不確実未来を可能な限り先
読みする能力、すなわちアンコントロラブル・ファクターのマネジメント力が求められている。 
グローバル経済社会での企業競争は多種多様なリスクに満ちている。民主主義国のみならず非民主主
義国というカントリー・リスクの高い国や地域を市場としなければならない。各地域における人種も宗
教も商習慣も異なる。また国際的なテロリスト組織が存在する。そのようなテロリスト組織に資金提供
する闇の勢力が存在する。つまり企業経営者にとって複雑怪奇なグローバル経済社会の一瞬先は見えな
いのである。このことから日本企業にとってグローバル経営とは一瞬先が見えない不確実未来を先読み
することである。そして経営者にふりかかる様々なアンコントロラブル・ファクター、たとえば自動車
メーカーにとっての金融システム危機を事前に察知してリスクヘッジしたり、不可抗力の危機に遭遇し
ても緊急対応できるように予め準備しておく必要がある。後から言い訳は許されないのである。 
最後に1970年代、企業戦略向けシナリオ・プラニング手法を開発した SRI のシナリオ・プラニング
の基本概念を図表３に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表３ SRI インターナショナルのシナリオ・プラニングの基本概念 
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出所：SRIインターナショナルのウェッブサイト（2008年12月）を参考に筆者作成出所：ＳＲＩインターナショナルのウ ブサイト（2008年12月）を参考に筆者作成 
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現在の日本企業、とりわけグローバル日本企業は図表３の右肩カラムの「シナリオ・プラニングが必
要」の経営環境に置かれている。経営者はすべからく早急にシナリオ・プラニングを修得すべきである。 
 
注記： 
注 1 ：Schwartz, P, Weber, S,“The Future of Energy: A Flawed Consensus”, Global Business Network, May 
11th, 2006 
注 2 ：山本尚利、『情報と技術を管理され続ける日本』、ビジネス社、2008年、89頁 
注 3 ：National Intelligence Council,“ Mapping the Global Future”, Dec. 2004 
注 4 ：Schwartz, P,“ Inevitable Surprises”, Gotham, New York City, 2004 
注 5 ：National Intelligence Council,“Global Trends 2025: A Transformed World”, Nov. 2008 
注 6 ：寺本義也（監）、山本尚利（著）、『MOT アドバンスト：技術戦略』、日本能率協会マネジメントセンター、
2003年、152頁 
 
 
